
深谷市 16

面　積 市町村類型 Ⅲ－１ Ⅰ－４

平 成 27 年 143,811人 平 成 27 年 1,039人 区  　分 決算額 構成比 増減率 区  　分 増減率

平 成 22 年 144,618人 平 成 22 年 1,051人 第１次 第２次 第３次 地方税 19,192,621 37.2 3.2 132,641 円 議会費 △ 0.2 円

増 加 率 -0.6% 平 成 27 年 66,775人 5,446人 20,364人 40,708人 地方譲与税 636,674 1.3 △ 1.0 4,400 円 総務費 15.7 円

29 ． 1 ． 1 144,696人 平 成 22 年 66,432人 8.2 30.6 61.2 利子割交付金 15,998 0.0 △ 36.3 111 円 民生費 1.3 円

28 ． 1 ． 1 145,053人 6,166人 21,391人 39,533人 配当割交付金 66,496 0.1 △ 34.5 460 円 衛生費 △ 11.4 円

増 加 率 -0.2% 8.8 30.5 56.4 株式等譲渡所得割交付金 40,437 0.1 △ 60.7 279 円 労働費 △ 70.8 円

地方消費税交付金 2,135,136 4.2 △ 11.5 14,756 円 農林水産業費 △ 12.8 円

ゴルフ場利用税交付金 40,749 0.1 0.4 282 円 商工費 27.9 円

自動車取得税交付金 200,522 0.4 3.6 1,386 円 土木費 △ 6.1 円

地方特例交付金 103,135 0.2 8.5 713 円 消防費 △ 13.3 円

地方交付税 7,312,674 14.2 △ 15.0 50,538 円 教育費 △ 21.1 円

   うち　普通交付税 6,534,385 12.7 △ 8.7 45,159 円 災害復旧費 0.0 円

　　　    特別交付税 778,088 1.5 △ 46.1 5,377 円 公債費 △ 14.6 円

交通安全対策交付金 24,518 0.0 △ 8.2 169 円 諸支出金 -

分担金・負担金 1,150,971 2.2 △ 6.5 7,954 円 繰上充用金 -

使用料・手数料 627,399 1.2 0.7 4,336 円 合　　計 △ 4.2 円

国庫支出金 7,798,089 15.1 9.5 53,893 円

県支出金 3,383,092 6.6 △ 48.8 23,381 円 × ○ ○

財産収入 521,558 1.0 △ 25.9 3,605 円 ○ × ×

寄附金 326,448 0.6 54.8 2,256 円 × × ○

繰入金 365,808 0.7 △ 24.6 2,528 円 ○ × ×

繰越金 4,733,305 9.2 △ 4.9 32,712 円 × ○ ×

諸収入 813,252 1.6 △ 13.4 5,620 円 ○ × ○

地方債 2,057,500 4.0 △ 25.0 14,219 円

構成比

区　   分 決算額 構成比 増減率

職員数 平均年齢 人件費 8,175,108 17.3 △ 2.9 56,499 円

691 40.4歳    うち　職員給 5,748,080 12.2 △ 1.2 39,725 円

37 39.8歳 扶助費 13,114,678 27.8 4.2 90,636 円

219 36.7歳 公債費 3,090,887 6.5 △ 0.7 21,361 円

24 49.8歳 物件費 5,807,635 12.3 3.0 40,137 円

- - 維持補修費 164,915 0.3 27.7 1,140 円

971 39.8歳 補助費等 4,408,604 9.3 △ 51.9 30,468 円

決算額    うち　組合分 1,483,962 3.1 6.9 10,256 円

37,802 　 　　　組合分以外 2,924,642 6.2 △ 62.4 20,212 円

1,299,630 繰出金 4,016,150 8.5 △ 2.5 27,756 円

- 貸付金 158,281 0.3 △ 27.0 1,094 円

- 投資及び出資金 258,035 0.5 △ 30.4 1,783 円

- 積立金 2,737,513 5.8 1.6 18,919 円

1,503,861 普通建設事業費 5,282,047 11.2 △ 0.4 36,504 円

1,200,000    うち　補助事業 2,433,973 5.2 23.4 16,821 円

- 　 　　　単独事業 2,815,580 6.0 △ 15.3 19,459 円

1,314,610 　　 　　その他 32,494 0.1 299.5 225 円

災害復旧事業費 0 0.0 0.0 0 円

・地方交付税 6,534,385

・その他 297,771

103,135

実 質 徴 収 率 95.9 合　　計 47,213,853 99.8 △ 8.8 326,297 円 32,093,469

21,194 ・自動車取得税交付金 200,522

収 益 事 業
収 入 額

収 入 比 率

60,000

0.1％
合　          計 5,355,903

0 ・地方特例交付金

・利子割交付金 15,998

老人保健医療事業 2,233,610 ・地方消費税交付金 2,135,136
定 額 運 用
基金現在高

土 地 開 発
基 金

1,487,000

国民健康保険事業
計 19,192,621

後期高齢者医療事業会計
徴 収 率 95.9

2,391,255

内

訳

・地方税 18,667,533

介護保険事業 3,253,108 ・地方譲与税 636,674

100.0
998,304

特定地域生活排水事業 258,035 経常一般財源収入（計） 28,591,154

特 定 目 的
基 金

7,247,064
宅地造成事業

都 市 計 画 税 525,088 2.7

- -
41,934 合計 24,747,671 84.2

0.0
2,347,050 1,908,953 6.5

下水道事業 3,376,489 2,452,489 8.3

積 立 金
現 在 高

財 政 調 整
基 金

9,761,659
上水道事業

特 別 土 地 保 有 税 0

減 債 基 金 1,663,474
農業集落排水事業

その他の法定普通税

3,166,292 10.8

区　      分 公営企業等への繰出 1,257,339 1,257,339 4.3

合       計 304,273円
市 町 村 た ば こ 税 1,039,747 5.4

3,604,389

4,749,231 16.2

臨時職員 - 116,078 116,078 0.4

技能労務職員 314,217円
軽 自 動 車 税 362,535 1.9

4,846,681

3,810,652 3,810,652 13.0

消防職員 287,457円 3,042,118 3,042,118 10.4

一般職員 308,749円 5,004,394 - -

教育公務員 313,779円
固 定 資 産 税 8,463,180 44.1

法 人 1,336,412 7.0
7,352,730 7,335,012 25.0

38.9
歳     　出　     内     　訳    　（  　性    　質    　別　  ）

住民１人当 一般財源 うち経常一般財源 経常収支比率

実質単年度収支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）Ｊ

2,335,828 1,115,529

区     　分 決　算　額

市 町 村
民 税

個 人 7,465,659

区　     分 １人あたり給料月額

合　　計 51,546,382 100.0 △ 8.7 356,239 円

積立金取崩額
131,227 0

債務負担翌年度以降支出予定額 15,025,850

　　　　　　　　　　Ｉ 職員１人あたり人口 149人 

消 防 災 害 補 償 老 人 保 健

　　　　　　　　　　Ｈ 地方債現在高の標準財政規模に対する割合 118.0 民 生 ・ そ の 他 小 ・ 中 学 校 介 護 保 険

繰上償還金
0 0

財政調整基金残高の標準財政規模に対する割合 32.4 老 人 福 祉 施 設

火 葬 場 収 益 事 業

　　　　　　　　　　Ｇ ラスパイレス指数 99.3 総 務 ・ そ の 他 常 備 消 防 国 民 健 康 保 険

積立金
1,639,556 1,333,969

地方債現在高 33,582,013 事 務 機 共 同

じ ん か い 処 理 教 育 ・ そ の 他

　　　　　　　　　　Ｆ 将来負担比率 - 退 職 手 当 し 尿 処 理 そ の 他

単年度収支
827,499 △ 218,440

実質公債費比率 0.8 議 員 公 務 災 害

100.0 326,363 32,093,469

　（Ｃ－Ｄ）　　　 Ｅ 連結実質赤字比率 - 一　部　事　務　組　合　加　入　の　状　況

実質収支
3,887,058 3,668,618

実質赤字比率 - 47,213,853

- - -

　　　　　　　　　　Ｄ 経常収支比率 84.2 - - - -

翌年度に繰越すべき財源
846,247 663,911

公債費負担比率 8.4 -

0.0 0 0

　　　　　　　　　　Ｃ 実質収支比率 12.2 3,090,887 6.5 21,361 3,042,118

歳入歳出差引額
4,733,305 4,332,529

財政力指数 0.763 0

4.6 14,975 1,423,832

　　　　　　　　　　Ｂ 標準財政規模 30,103,692 4,114,985 8.7 28,439 3,625,277

歳出総額
51,751,008 47,213,853

標準税収入額等 21,711,287 2,166,807

3,221 256,223

　　　　　　　　　　Ａ 基準財政収入額 17,027,843 5,361,128 11.4 37,051 4,566,157

1.6 5,219 606,730

歳入総額
56,484,313 51,546,382

基準財政需要額 22,350,097 466,101 1.0

区     　分 平成27年度 平成28年度 区   　分 指　数　等 755,180

平成22年
3,505,587 7.4 24,227 3,106,191

64,225 0.1 444 63,149

15.8 51,482 5,934,864

基 本 台 帳

19,939,047 42.2 137,800 9,168,244

29 年 1 月 1 日 世 帯 数 58,173

住民１人当 一般財源

区   　分 300,684 0.7 2,078 300,684国 勢 調 査
人 口 密 度

産　業　構　造 住民１人当 決算額 構成比

人 口 集 中
地 区 人 口

就 業
人 口

平成27年
7,449,222

平 成 ２ ８ 年 度 普 通 会 計 決 算 状 況

（単位：千円 ・％）

人   　口 138.37  ｋ㎡ 28年度交付税種地区分 歳　   入   　内   　訳 歳  　出  　内  　訳  　（ 　目　 的　 別 　）


